
注意－届出用紙は、騒音施設・振動施設・県条例（クーリングタワー）で用紙が異なる場合がある

ので、それぞれに対応した書類で提出すること。

特定施設について必要な届出（１）

１．工場・事務所に施設を設置する場合（新規）

２．規制区域の変更があった場合

３．法（条例）改正があり特定施設の指定の追加があった場合

はい いいえ

はい いいえ

いいえ

いいえ
はい

はい

いいえはい

届出不要

（ただし鳥取県公害防止条例により

午後１０時～翌朝午前６時まで騒音規制有）

Ａ． 工場・事業所に施設を設置する場合（新規）

設置届の届出が必要（３０日前までに）

4 届出事項の変更の

D.従来設置していなかった施設を設置する場合又は、
E.届出をした特定施設の種類ごとの数の変更の場合を、参照

Ｂ． 新たに規制区域に入る場合

使用届の届出が必要（３０日前までに） 届出不要（ただし鳥取県公害防止条例により

午後１０時～翌朝午前６時まで騒音規制有）

Ｃ． 新たに特定施設となった場合

使用届の届出が必要（３０日前までに）

規制区域(別紙参照)内にあるか

特定施設(別紙参照)に該当するか

過去に特定施設の設置届・使用届出したか

特定施設(別紙参照)を設置しているか

規制区域(別紙参照)内にあるか

届出不要
（ただし鳥取県公害防止条例により

午後１０時～翌朝午前６時まで規制有



注意－届出用紙は、騒音施設・振動施設・県条例（クーリングタワー）で用紙が異なる場合がある

ので、それぞれに対応した書類で提出すること。

特定施設について必要な届出（２）

４．届出事項の変更（設置届又は、使用届を提出済み）の場合［１］

はい いいえ

騒音 振動

はい いいえ
はい いいえ

いいえはい

Ｄ． 従来設置していなかった施設を設置する場合

数等の変更届の届出が必要（３０日前までに）

Ｅ． 届出した特定施設の数を変更する場合

Ｆ． 振動施設の使用時間を変更する場合

届出不要

特定施設(別紙参照)に該当するか

以下に該当するか

①種類ごとの数を減少する

②種類ごとの数を２倍以内の数に増加する

③特定施設の更新
④特定施設の大型化

（例：50tﾌﾟﾚｽを90tﾌﾟﾚｽに変更）

使用開始時間の繰り上げ又は

使用終了時間の繰り下げを伴う
（届出の時刻外の変更）

以下に該当するか

①設置数を増加しない
②能力が増加しない

数等の変更届の届出が必要

（３０日前までに）

数等の変更届の届出が必要

（３０日前までに）

届出不要
届出不要

使用方法変更届の届出が必要 （３０日前までに）

注意－届出書は様式３を使用
届出不要

はい いいえ

Ｇ． 騒音・振動の防止方法を変更する場合

騒音・振動の大きさが増加するか

防止の方法変更届の届出が必要 （３０日前までに） 届出不要



注意－届出用紙は、騒音施設・振動施設・県条例（クーリングタワー）で用紙が異なる場合がある

ので、それぞれに対応した書類で提出すること。

特定施設について必要な届出（３）

４．届出事項の変更（設置届又は、使用届を提出済み）の場合［２］

Ｈ． 工場又は事業所の名称を変更する場合

氏名等の変更届の届出が必要（３０日以内に）

いいえはい

Ｉ． 工場又は事業所の所在地を変更する場合

氏名等の変更届の届出が必要（３０日以内に） 工場の移転により所在地を変更する時は、
Ｊ． 移転する場合を参照

住居表示の変更であるか

いいえはい

Ｊ． 移転する場合

全廃届の届出が必要（３０日以内に）

かつ

移転先住所で設置届が必要（３０日以内に）

全廃届の届出が必要（３０日以内に）

移転先が規制区域内であるか

いいえはい

Ｋ． 氏名又は名称、並びに法人にあってはその代表者の氏名を変更する場合

氏名等の変更届の届出が必要（３０日以内に）Ｌ． 相続又は合併があった場合を参照

相続、合併等による変更であるか

いいえはい

Ｌ． 相続又は合併があった場合

承継届の届出が必要（３０日以内に）

注意－承継した者は、改めて設置届、
使用届の届出は必要としない

それぞれの特定工場で設置届が必要

（３０日以内に）

分割によって特定工場等の帰属の変更があるか



注意－届出用紙は、騒音施設・振動施設・県条例（クーリングタワー）で用紙が異なる場合がある

ので、それぞれに対応した書類で提出すること。

特定施設について必要な届出（４）

４．届出事項の変更（設置届又は、使用届を提出済み）の場合［３］

Ｍ． 特定施設のすべてを譲り受け、又は借り受けた場合

承継届の届出が必要（３０日以内に）

注意－承継した者は、改めて設置届、
使用届の届出を必要としない

Ｎ． 特定施設のすべてを廃止する場合
（使用をその後永久に停止する場合又は除去する場合）

全廃届の届出が必要（３０日以内に）


